
２ 町使用欄（以下記入不要）

事
業

営業等 ⇒ 事
業

収入見込みなし 合計

営業等

農業 ⇒ 農業

不動産 ⇒ 不動産

総合配当 ⇒ 総合配当

公的年金等

業務 業務

給与 円 ⇒ 給与 円

雑

公的年金等 ⇒

雑

その他 ⇒ その他

ⒶⒷⒸのいずれにも該当しない場合・・・ 収入見込みなし （□に✓を入れてください）

収入金額（見込） 所得金額（見込）

□雑(公的年金以外)　□不動産　□総合配当　□営業等　□農業 円 円 円

□雑(公的年金以外)　□不動産　□総合配当　□営業等　□農業

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

Ⓒ その他の収入がある場合　※総合配当のうち、申告不要制度を選択する場合は計上しないでください。

所得の種類 収入金額(ア) 必要経費(イ) 所得金額(ア)－(イ)

合計 合計 合計

12月 6月 12月6月 12月 6月

10月 4月 10月4月 10月 4月

8月 2月 8月2月 8月 2月

支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

Ⓑ 公的年金等収入がある場合

老齢年金 共済年金 企業年金

合計 500，000円 合計 1,400,000円 合計

賞与(冬) 100,000 賞与(夏) 賞与(冬)賞与(夏) 賞与(冬) 賞与(夏) 100,000

12月 150,000 6月 12月6月 12月 6月 150,000

11月 150,000 5月 11月5月 11月 5月 150,000

10月 150,000 4月 10月4月 10月 4月

9月 150,000 3月 9月3月 9月 3月

8月 150,000 2月 8月2月 8月 2月

7月 150,000 1月 7月1月 7月 1月

支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)

１ 収入金額の内訳（1月1日～12月31日）

Ⓐ 給与収入がある場合　※通勤手当は支給額から除いてください。

勤務
先名 株式会社○○○○ 勤務

先名 株式会社▲▲▲▲ 勤務
先名

就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ） 就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ） 就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ）

※当該年中に就職・退職した場合記入 ※当該年中に就職・退職した場合記入 ※当該年中に就職・退職した場合記入

令和３年分の所得見込計算書（町県民税・国民健康保険税減免申請用）
令和　　年　　月　　日

氏名
(対象者)

播磨　太郎
(申請者) ※所得見込計算書の内容に基づいて減免の可否を判断します。

※1月1日から12月31日までの全ての収入について、Ⓐ～Ⓒに記入し
てください。給与収入・年金収入がある場合、金額の根拠となる資
料があれば添付してください。

※添付資料等に基づき、職員が内容の修正等を行う場合がありま
す。

□ 同左

住所 東本荘１丁目５番３０号

「源泉徴収票」がある場合は支払金額を「合計」欄にご記入ください。

※コピーを添付してください。

✔

３ ６ ２０

3  31

✔

4  1

✔

＜記載例①＞

令和3年1月1日～12月31日に

給与収入がある場合

給与明細等がない月は、

今後の勤務状況等により、

支給見込額をご記入くだ

さい。

「給与明細」がある場合は通勤手当を除いた金額（課税支給額

等）をご記入ください。 ※コピーを添付してください。



２ 町使用欄（以下記入不要）

令和３年分の所得見込計算書（町県民税・国民健康保険税減免申請用）
令和　　年　　月　　日

氏名
(対象者)

播磨　太郎
(申請者) ※所得見込計算書の内容に基づいて減免の可否を判断します。

※1月1日から12月31日までの全ての収入について、Ⓐ～Ⓒに記入し
てください。給与収入・年金収入がある場合、金額の根拠となる資
料があれば添付してください。

※添付資料等に基づき、職員が内容の修正等を行う場合がありま
す。

□ 同左

住所 東本荘１丁目５番３０号

１ 収入金額の内訳（1月1日～12月31日）

Ⓐ 給与収入がある場合　※通勤手当は支給額から除いてください。

勤務
先名

勤務
先名

勤務
先名

就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ） 就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ） 就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ）

※当該年中に就職・退職した場合記入 ※当該年中に就職・退職した場合記入 ※当該年中に就職・退職した場合記入

支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)

7月 1月 7月1月 7月 1月

8月 2月 8月2月 8月 2月

9月 3月 9月3月 9月 3月

10月 4月 10月4月 10月 4月

11月 5月 11月5月 11月 5月

12月 6月 12月6月 12月 6月

賞与(冬) 賞与(夏) 賞与(冬)賞与(夏) 賞与(冬) 賞与(夏)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

Ⓑ 公的年金等収入がある場合

老齢年金 共済年金 企業年金

合計 合計 合計

支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)

8月 2月 50,000 8月 50,0002月 400,000 8月 400,000 2月

10月 4月 50,000 10月 50,0004月 400,000 10月 400,000 4月

12月 6月 50,000 12月 50,0006月 400,000 12月 400,000 6月

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

Ⓒ その他の収入がある場合　※総合配当のうち、申告不要制度を選択する場合は計上しないでください。

所得の種類 収入金額(ア) 必要経費(イ) 所得金額(ア)－(イ)

合計 2,400,000円 合計 合計 300,000円

ⒶⒷⒸのいずれにも該当しない場合・・・ 収入見込みなし （□に✓を入れてください）

収入金額（見込） 所得金額（見込）

□雑(公的年金以外)　□不動産　□総合配当　□営業等　□農業 円 円 円

□雑(公的年金以外)　□不動産　□総合配当　□営業等　□農業

公的年金等

業務 業務

給与 円 ⇒ 給与 円

雑

公的年金等 ⇒

雑

その他 ⇒ その他

不動産 ⇒ 不動産

総合配当 ⇒ 総合配当

事
業

営業等 ⇒ 事
業

収入見込みなし 合計

営業等

農業 ⇒ 農業

「振込通知書」がある場合は年金支払額をご記入

ください。 ※コピーを添付してください。

✔

３ ６ ２０

✔ ✔

＜記載例②＞

令和3年1月1日～12月31日に

年金収入がある場合

※振込通知書に記載がな

い月は、支給見込額をご

記入ください。



円 円 円

２ 町使用欄（以下記入不要）

令和３年分の所得見込計算書（町県民税・国民健康保険税減免申請用）
令和　　年　　月　　日

氏名
(対象者)

播磨　太郎
(申請者) ※所得見込計算書の内容に基づいて減免の可否を判断します。

※1月1日から12月31日までの全ての収入について、Ⓐ～Ⓒに記入し
てください。給与収入・年金収入がある場合、金額の根拠となる資
料があれば添付してください。

※添付資料等に基づき、職員が内容の修正等を行う場合がありま
す。

□ 同左

住所 東本荘１丁目５番３０号

１ 収入金額の内訳（1月1日～12月31日）

Ⓐ 給与収入がある場合　※通勤手当は支給額から除いてください。

勤務
先名

勤務
先名

勤務
先名

就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ） 就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ） 就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ）

※当該年中に就職・退職した場合記入 ※当該年中に就職・退職した場合記入 ※当該年中に就職・退職した場合記入

支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)

7月 1月 7月1月 7月 1月

8月 2月 8月2月 8月 2月

9月 3月 9月3月 9月 3月

10月 4月 10月4月 10月 4月

11月 5月 11月5月 11月 5月

12月 6月 12月6月 12月 6月

賞与(冬) 賞与(夏) 賞与(冬)賞与(夏) 賞与(冬) 賞与(夏)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

Ⓑ 公的年金等収入がある場合

老齢年金 共済年金 企業年金

合計 合計 合計

支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)

8月 2月 8月2月 8月 2月

10月 4月 10月4月 10月 4月

合計 合計 合計

12月 6月 12月6月 12月 6月

ⒶⒷⒸのいずれにも該当しない場合・・・ 収入見込みなし （□に✓を入れてください）

収入金額（見込） 所得金額（見込）

□雑(公的年金以外)　□不動産　□総合配当　□営業等　□農業

□雑(公的年金以外)　□不動産　□総合配当　□営業等　□農業

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

Ⓒ その他の収入がある場合　※総合配当のうち、申告不要制度を選択する場合は計上しないでください。

所得の種類 収入金額(ア) 必要経費(イ) 所得金額(ア)－(イ)

公的年金等

業務 業務

給与 円 ⇒ 給与 円

雑

公的年金等 ⇒

雑

⇒ 事
業

その他 ⇒ その他

不動産 ⇒ 不動産

収入見込みなし 合計

500,000 250,000 250,000

1,000,000 500,000 500,000

営業等

農業 ⇒ 農業

総合配当 ⇒ 総合配当

事
業

営業等

✔

３ ６ ２０

＜記載例③＞

令和3年1月1日～12月31日に

給与・年金以外の収入がある

場合

✔

✔

収入・経費の資料は添付不要です。

申告不要制度を選択した配当所得や、

譲渡所得（土地や株式等の売買による所

得）は記入しないでください。



２ 町使用欄（以下記入不要）

令和３年分の所得見込計算書（町県民税・国民健康保険税減免申請用）
令和　　年　　月　　日

氏名
(対象者)

播磨　太郎
(申請者) ※所得見込計算書の内容に基づいて減免の可否を判断します。

※1月1日から12月31日までの全ての収入について、Ⓐ～Ⓒに記入し
てください。給与収入・年金収入がある場合、金額の根拠となる資
料があれば添付してください。

※添付資料等に基づき、職員が内容の修正等を行う場合がありま
す。

□ 同左

住所 東本荘１丁目５番３０号

１ 収入金額の内訳（1月1日～12月31日）

Ⓐ 給与収入がある場合　※通勤手当は支給額から除いてください。

勤務
先名

勤務
先名

勤務
先名

就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ） 就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ） 就退
職日

　　月　　日（ 就職 ・ 退職 ）

※当該年中に就職・退職した場合記入 ※当該年中に就職・退職した場合記入 ※当該年中に就職・退職した場合記入

支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)

7月 1月 7月1月 7月 1月

8月 2月 8月2月 8月 2月

9月 3月 9月3月 9月 3月

10月 4月 10月4月 10月 4月

11月 5月 11月5月 11月 5月

12月 6月 12月6月 12月 6月

賞与(冬) 賞与(夏) 賞与(冬)賞与(夏) 賞与(冬) 賞与(夏)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

　□ 源泉徴収票　□ 休業(育休)証明書
　□ 給与明細　　□ その他(　　　　)

Ⓑ 公的年金等収入がある場合

老齢年金 共済年金 企業年金

合計 合計 合計

支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円) 支給月 支給額(円)

8月 2月 8月2月 8月 2月

10月 4月 10月4月 10月 4月

12月 6月 12月6月 12月 6月

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

　□ 年金振込通知書等　□ 年金証書
　□ その他（　　　　　　　　　　）

Ⓒ その他の収入がある場合　※総合配当のうち、申告不要制度を選択する場合は計上しないでください。

所得の種類 収入金額(ア) 必要経費(イ) 所得金額(ア)－(イ)

合計 合計 合計

ⒶⒷⒸのいずれにも該当しない場合・・・ 収入見込みなし （□に✓を入れてください）

収入金額（見込） 所得金額（見込）

□雑(公的年金以外)　□不動産　□総合配当　□営業等　□農業 円 円 円

□雑(公的年金以外)　□不動産　□総合配当　□営業等　□農業

公的年金等

業務 業務

給与 円 ⇒ 給与 円

雑

公的年金等 ⇒

雑

その他 ⇒ その他

不動産 ⇒ 不動産

総合配当 ⇒ 総合配当

事
業

営業等 ⇒ 事
業

収入見込みなし 合計

営業等

農業 ⇒ 農業

✔

３ ６ ２０

＜記載例④＞

令和3年1月1日～12月31日に

収入がない場合

✔

収入の見込みがない場合はチェック(✓)を

記入してください


